
数値目標

Ⅰ 出生数を
　５年後に ５０人確保

Ⅱ 移住者数を
　５年後に新たに ３０人確保

Ⅲ 観光入込客を
　５年後に 年間２２万人確保

①子育て支援センター開設
②預かり保育時間延長
③保育所ごはん補完計画
④病児保育施設の設置
⑤ウッドスタート
⑥出産祝い金の支給
⑦出生届（写し）ステッカープレゼント
⑧保育使用料の軽減
⑨子ども医療費の無料化

⑩子育て相談窓口の設置
⑪育児相談事業
⑫不妊治療費助成
⑬子どもが育つ居場所創設事業
⑭生涯学習推進事業「生涯学習人材バンク」
⑮美郷探検隊事業と家庭教育推進大会開催
⑯給食費無償化
⑰婚活支援の充実

（令和６年度までに１施設）
（令和６年度に、年間３００組）
（令和６年度に、年間６０人）
（令和６年度までに３施設）
（令和６年度に、年間１００人）
（令和６年度に、年間３００人）
（令和６年度までに１０組）

⑱地区別戦略の策定・実施
⑲観光アプリの開発
⑳新規観光（体験）ツアー事業
㉑美郷町総合PR事業（企業版ふるさと納税）
㉒総合型地域スポーツクラブの設立
㉓町立図書館wi-fi計画

㊷美郷町救急救命業務委託 （令和４年度末までに２４行政区）
（令和５年度末までに２４行政区）
（令和６年度に、年間１００人）
（令和６年度に、年間１０件）
（令和６年度までに１団体）
（令和６年度に、住民満足度６５％）

㉔ゼロ円起業の実施
㉕新規事業進出支援（飲食店限定）
㉖新規就農・担い手対策事業
㉗美さぽーと事業（地域おこし協力隊）
㉘山村雇用確保・森林整備事業

㉙山村雇用・森林整備人材育成
㉚宮崎ひなた暮らしUIJターン支援事業
㉛美郷町職業紹介所事業
㉜産地型商社の設置

（令和６年度までに５事業者）
（令和６年度までに６０人）
（令和６年度までに５人）
（令和６年度に、年間１０人）
（令和５年度までに１組織）

㉝定住促進住宅の整備（南郷、北郷地区）
㉞単身住宅の整備（アパートタイプ：西郷地区）
㉟既存住宅の整備（門田、川上迫、愛宕、和田）
㊱町による計画的な分譲地の造成
㊲移住支援員の設置

㊳美郷アエルCafeの開催
㊴移住相談窓口の設置
㊵移住体験の実施
㊶空家バンク事業

（令和６年度までに９棟）
（令和６年度までに１棟（８ルーム））
（令和６年度までに５世帯）
（令和６年度までに３００件）
（令和６年度までに４００人日）

関連するSDGｓ

プロジェクトＭ

●結婚･出産・子育て支援

●地域コミュニティの自立促進
●ふるさと教育の推進
●交流（関係）人口の拡大
●救急体制の充実

●人材育成
●就労（希望）者への支援
●農林業の振興

家族と暮らし続けたい
　　　まちづくり

地域みんなで支える
　　　まちづくり

「会える」がたくさんの
　　　まちづくり

施策の基本的な方向性基本目標

①子育て支援センターの開設
①年間利用組数
①親を対象とした子育てイベントの参加者数
②預かり保育時間延長
⑭生涯学習人材バンク事業参加者数
⑮美郷探検隊事業参加者数
⑰結婚支援事業でのマッチング数

⑱地区別定住戦略の策定地区
⑱地区別定住戦略の実施地区
⑲イベント実施による外国人観光客数
⑳新規観光（体験）ツアー数
㉒総合型地域スポーツクラブの設立
㊷救急体制に関する住民満足度

㉕新規起業者数
㉖新規農林就業者数
㉗地域おこし協力隊終了後の就労者数
㉛職業体験受入数
㉜中間支援組織（産地型商社等）の設置

 子育て支援

 地域づくり

 しごとづくり

 移住・定住支援

㉝子育て世代用の定住促進住宅の整備数
㉞若者世代用の単身住宅の整備数
㊲移住支援員を通した転入者数
㊴移住希望者相談件数
㊵お試し滞在施設の利用者数

重要業績評価指標（KPI)

●移住・定住の促進

地域で子育てを支える仕組みづくりや、地域と連携した人づくりを推進することで、「結婚するなら
美郷町で」、「子育てするなら美郷町で」そして美郷町で育った子どもがいつか帰ってきたいと思
ってもらえるまちづくりを推進する。

新しい時代の流れを力にした、本町産業の活性化及び雇用の創出に取り組むとともに、地域を
「みんなで支え合う」体制で生活利便施設や交通利便性の維持・向上が図れる地域コミュニティ
の再生・活性化に向けたまちづくりを推進する。

本町の魅力ある「もの」や「ひと」に会える機会の創出を図るため、シティプロモーションによる認
知度向上や特産品の販売拡大により、観光ツアーやイベント行事への交流（関係）人口の増加
に向けたまちづくりを広域的な連携で展開する。

主に取り組む事業具体的な施策

 テーマ  

  ～２２世紀のふるさとを目指して～ 子どもの幸せづくり戦略 

具体的な政策の展開 

  未来発創 

第２期 美郷町まち・ひと・しごと創生総合戦略 【概要版】 

計画期間 ： 令和２年度 ～ 令和６年度 （５ヶ年間） 

目標人口 ： ２０４０年に３，０００人の人口をめざし、その人口構造のゆがみを整える 

人口推計 ： ２０３０年（３，６２７人）  ２０４０年（２，６３６人） ※国立社会保障・人口問題研究所推計 


